別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：母子保健指導費
	事業名:妊婦健康診査公費負担拡充交付金事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　健康福祉部　保健医療課　母子・特定疾患担当　電話番号：058-272-1111（内2547）

　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


（1） 妊婦健康診査公費負担拡充交付金

要求額：597,295千円（前年度予算額：626,000千円）
（2） 妊婦健康診査公費負担拡充交付金事務費

　　　要求額：440千円（前年度予算額：900千円）
	事業内容


	１　事業の内容


平成２０年１０月３０日の「新たな生活対策に関する政府・与党会議、経済対策関係閣僚会議合同会議」において「生活対策」に当該事業が盛り込まれ、平成２０年中に県は国から妊婦健康診査臨時特例交付金を受け、平成２３年３月末日を期限として岐阜県妊婦健康診査臨時特例基金を造成。これにより岐阜県妊婦健康診査公費負担拡充交付金事業を創設。その後、国は平成２２年度補正予算により、実施期限の延長及び基金の積み増しを行い、平成２３年度においても交付金事業の実施が可能となった。さらに国は平成２３年度第4次補正予算により、再度1年間の期限延長を決定し、必要となる基金の積み増しを行ったため、平成２４年度も県は市町村が実施した妊婦健康診査に対する公費負担に対し、交付金を交付する。
（1） 妊婦健康診査公費負担拡充交付金

岐阜県妊婦健康診査臨時特例基金を財源とし、母子保健法第１３条に基づき市町村が実施する妊婦健康診査事業の公費負担の拡充を支援。市町村が実施する妊婦健康診査のうち、５回を超える９回分を限度に交付金を交付する。
（2） 妊婦健康診査公費負担拡充交付金事務費

岐阜県妊婦健康診査公費負担拡充交付金事業を実施するために必要となる事務費。
	２　所要経費


（１）妊婦健康診査公費負担拡充交付金　：597,295千円

（２）妊婦健康診査公費負担拡充交付金事務費：440千円
　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり

１ 子どもを生み育てやすい地域をつくる
　全ての妊婦が経済的な心配をせずに健診を受診することができるよう市町村の妊婦健康診査事業体制の財政支援を図り、安心して子どもを生める地域をつくる。
	２　これまでの取組状況


　　岐阜県妊婦健康診査公費負担拡充交付金事業を創設し、望ましい健診回数とされる１４回のうち６～１４回までの９回分を対象として、市町村が公費負担する額の１／２を交付金として交付。
	３　これまでの取組に対する評価


　　岐阜県妊婦健康診査公費負担拡充交付金事業の開始により、平成２１年度は全市町村が１４回の公費負担を実施。また、市町村の公費負担総額も年々増加し、妊婦の負担が軽減されている。
　　市町村の平均公費負担回数及び平均公費負担額（各年度4月1日時点）
　　　平成２０年度　　　5.4回　 35,188円

　　　平成２１年度　　　14回　　78,707円

　　　平成２２年度　　  14回　 102,757円

　　　平成２３年度　　  14回　 108,145円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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